
議案第２０号

令 和 ２ 年 度

五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書



令和２年度五所川原市下水道事業会計予算

（総則）
第１条　令和２年度五所川原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（特定環境保全
（公共下水道事業） 公共下水道事業） （農業集落排水事業） （漁業集落排水事業）

（１） 戸 戸 戸
（２） ㎥ ㎥ ㎥
（３） ㎥ ㎥ ㎥
（４） 公共下水道築造

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業収益

排水（処理）戸数 ８，４９０ 戸 １８０ ４７０ １９０
年 間 排 水 量 ２，８５９，２３０ ㎥ ３７，３５０ １３５，９６９ ４７，９２５
一 日 平 均 排 水 量 ７，８３４ ㎥ １０２ ３７３ １３１
主要な建設改良事業

７１１，３１９ 千円
営 業 収 益 ３９２，２８２ 千円
営 業 外 収 益 ３１９，０３６ 千円
特 別 利 益 １ 千円

４５，５１５ 千円
営 業 収 益 ６，１９７ 千円
営 業 外 収 益 ３９，３１７ 千円
特 別 利 益 １ 千円

５１，５１４ 千円
営 業 収 益 １６，１２１ 千円
営 業 外 収 益 ３５，３９２ 千円
特 別 利 益 １ 千円

３０，５７５ 千円
営 業 収 益 ８，２１３ 千円
営 業 外 収 益 ２２，３６１ 千円
特 別 利 益 １ 千円

５７，８４５ 千円
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第１項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９４，００３千円は、当年
度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５，４２６千円、過年度分損益勘定留保資金８８，５７７千円で補てんするものとする。）

　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

営 業 外 収 益 ５７，８４５ 千円
収 入 合 計 ８９６，７６８ 千円

８６５，２８０ 千円
営 業 費 用 ７８６，０６９ 千円
営 業 外 費 用 ７９，１６０ 千円
特 別 損 失 ５１ 千円

６０，５９７ 千円
営 業 費 用 ５７，４０２ 千円
営 業 外 費 用 ３，１７４ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

７６，５６５ 千円
営 業 費 用 ７０，６２１ 千円
営 業 外 費 用 ５，９２３ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

４６，９９８ 千円
営 業 費 用 ４４，０１２ 千円
営 業 外 費 用 ２，９６５ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

５７，８４５ 千円
営 業 費 用 ５７，８４５ 千円

支 出 合 計 １，１０７，２８５ 千円

５０３，０２１ 千円
企 業 債 １８５，３００ 千円
他 会 計 出 資 金 ２８６，６６９ 千円
国 庫 補 助 金 ２８，０００ 千円
負 担 金 等 ３，０５２ 千円
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第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的収入
第１項 千円
第２項 千円

第３款　農業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項
第３項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項
第２項

第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的支出
第１項

第３款　農業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

１９，１８１ 千円
企 業 債 ２，６００
他 会 計 出 資 金 １６，５８１

５０，８２２ 千円
企 業 債 １２，４００ 千円
他 会 計 出 資 金 ３８，４２２ 千円

３５，９３４ 千円
企 業 債 １２，８００ 千円
他 会 計 出 資 金 １８，１３４ 千円
国 庫 補 助 金 ５，０００ 千円

収 入 合 計 ６０８，９５８ 千円

５９７，０２４ 千円
建 設 改 良 費 １１９，６４５ 千円
企 業 債 償 還 金 ４７７，３７９ 千円

１９，１８１ 千円
企 業 債 償 還 金 １９，１８１ 千円

５０，８２２ 千円
建 設 改 良 費 ５，８００ 千円
固 定 資 産 購 入 費 ５００ 千円
企 業 債 償 還 金 ４４，５２２ 千円

３５，９３４ 千円
建 設 改 良 費 １７，８００ 千円
企 業 債 償 還 金 １８，１３４ 千円

支 出 合 計 ７０２，９６１ 千円
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（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 (一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
場合は議会の議決を経なければならない。
（１）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

職 員 給 与 費 ７５，４０１ 千円

公共下水道事業 ６２，５００千円

公共下水道事業
資本費平準化債

８９，９００千円

下水道事業債
（特別措置分）

３２，９００千円

特定環境保全公共下水道事業
資本費平準化債

２，６００千円

農業集落排水事業 ５，８００千円

農業集落排水事業
資本費平準化債

６，６００千円

漁業集落排水事業 １２，８００千円

普通貸借

年２．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行った
後は、当該見直し後の利率）

借入先の融資条件による。ただ
し下水道事業会計予算の都合に
より繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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（他会計からの補助金）
第９条　事業安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１９，０７３千円である。
＜内訳＞
特定環境保全公共下水道事業他会計補助金 千円
農業集落排水事業他会計補助金 千円
漁業集落排水事業他会計補助金 千円

（たな卸資産購入限度額）
第１０条　たな卸資産の購入限度額は、２，２１１千円と定める。

令和２年２月２８日提出

１０，３０９
５，０２３
３，７４１

五所川原市長　　佐々木　孝　昌
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

２

３

４

５

６

７

令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

令和２年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ２ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

平 成 ３ １ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

平 成 ３ １ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和２年度五所川原市下水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 収 益 ８９６,７６８ 下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1
公共下水道事業
収 益

７１１,３１９ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ３９２,２８２ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ３９１,２１７ 公共下水道使用料

2 その他営業収益 １,０６５ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３１９,０３６ 主たる営業活動以外の収益

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

１ 預金利息

2 他 会 計 負 担 金 ７８,００７
雨水処理、基礎年金拠出金等及び利子償還に対す
る一般会計繰入金

3 補 助 金 ３８,４５０
ストックマネジメント計画策定に係る業務及び下
水道事業計画変更業務に対する国庫支出金

4 長期前受金戻入 ２０２,４３７ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 １４１ 行政財産使用料ほか雑収入

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
収 益

４５,５１５
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる収益

1 営 業 収 益 ６,１９７ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ６,１８８ 特定環境保全公共下水道使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３９,３１７ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 １０,３０９
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ３,１７４ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 ２５,８３３ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

3
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

５１,５１４ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 １６,１２１ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 １６,１０９ 農業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 １２ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３５,３９２ 主たる営業活動以外の収益
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 他 会 計 補 助 金 ５,０２３
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ５,９２３ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 ２４,４４５ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

３０,５７５ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ８,２１３ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ８,２０４ 漁業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２２,３６１ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ３,７４１
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ２,９６５ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 １５,６５４ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益

５７,８４５ 浄化槽設置整備事業の収益

1 営 業 外 収 益 ５７,８４５ 浄化槽設置整備事業の収益

1 他 会 計 負 担 金 ５７,８４５ 一般会計繰入金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 費 用 １,１０７,２８５ 下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1
公共下水道事業
費 用

８６５,２８０ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ７８６,０６９ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ４１,１８５ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ２５３,３２０ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ４１,１６３ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４５０,４０１ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ７９,１６０ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

７４,１６０ 企業債利息に要する費用

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

５,０００
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3 特 別 損 失 ５１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

５０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
費 用

６０,５９７
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる費用

1 営 業 費 用 ５７,４０２ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ６００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １５,６０４ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ２８３ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４０,９１５ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ３,１７４ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

３,１７４ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

3
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用

７６,５６５ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ７０,６２１ 主たる営業活動から生ずる費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 管 き ょ 費 ７５０ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １９,８６５ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ５１０ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４９,４９６ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ５,９２３ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

５,９２３ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 費 用

４６,９９８ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ４４,０１２ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ８００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １０,８９３ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ２４２ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ３２,０７７ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ２,９６５ 金融及び財務活動に伴う費用
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(資本的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

２,９６５ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

５７,８４５
浄化槽設置整備事業の経営活動全般から生ずる費
用

1 営 業 費 用 ５７,８４５ 主たる営業活動から生ずる費用

1 総 係 費 ５７,８４５ 浄化槽設置整備事業に要する費用

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 収 入 ６０８,９５８ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

５０３,０２１
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 １８５,３００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １８５,３００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ２８６,６６９ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ２８６,６６９
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3 国 庫 補 助 金 ２８,０００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 ２８,０００ 公共下水道事業に対する国庫支出金

4 負 担 金 等 ３,０５２ 建設改良に対する負担金

1 受 益 者 負 担 金 ３,０５２ 公共下水道事業受益者負担金

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 収 入

１９,１８１
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 ２,６００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ２,６００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １６,５８１ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 １６,５８１ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的収入

５０,８２２
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 １２,４００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １２,４００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ３８,４２２ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ３８,４２２ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的収入

３５,９３４
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 １２,８００ 企業債の発行による収入

-15-



支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 企 業 債 １２,８００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １８,１３４ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 １８,１３４ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3 国 庫 補 助 金 ５,０００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 ５,０００ 漁業集落排水事業に対する国庫支出金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 支 出 ７０２,９６１ 建設改良及び企業債償還に要する費用

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

５９７,０２４
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に要す
る費用

1 建 設 改 良 費 １１９,６４５ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 １１９,６４５ 管きょの建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ４７７,３７９ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ４７７,３７９
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 支 出

１９,１８１
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に要す
る費用

1 企 業 債 償 還 金 １９,１８１ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 １９,１８１
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的支出

５０,８２２
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 ５,８００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 １,１００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ４,７００ 処理場の建設改良に要する費用

2 固定資産購入費 ５００ 固定資産の取得に要する費用

1
有 形 固 定 資 産
購 入 費

５００ 有形固定資産の取得に要する費用

3 企 業 債 償 還 金 ４４,５２２ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ４４,５２２
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的支出

３５,９３４
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 １７,８００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 １２,０００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ５,８００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 １８,１３４ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 １８,１３４
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益
　　　減価償却費
　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　　長期前受金戻入額
　　　受取利息及び受取配当金
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　引当金の増減額（△は減少）
　　　小計
　　　受取利息及び受取配当金
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　国庫補助金等による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　他会計からの出資による収入
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

２　令和２年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

△ 217,679
572,889

133
△ 268,369

△ 1
86,222

176
11,773
△ 57

185,087
1

△ 86,222
98,866

△ 133,307
32,840

△ 100,467

213,100
△ 559,216

359,806
13,690

12,089
158,562
170,651
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１　総括
３　令和２年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5 9 86 36,652 18,889 55,627 19,774 75,401

10 11 143 43,380 22,671 66,194 23,709 89,903

△ 5 △ 2 △ 57 △ 6,728 △ 3,782 △ 10,567 △ 3,935 △ 14,502

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

996 8,192 5,907 518 324 294 480 360 18 1,800

558 9,951 6,921 633 510 930 360 360 18 2,430

438 △ 1,759 △ 1,014 △ 115 △ 186 △ 636 120 0 0 △ 630

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員
職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

9 36,652 18,889 55,541 19,774 75,315

11 43,380 22,671 66,051 23,709 89,760

△ 2 △ 6,728 △ 3,782 △ 10,510 △ 3,935 △ 14,445

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

996 8,192 5,907 518 324 294 480 360 18 1,800

558 9,951 6,921 633 510 930 360 360 18 2,430

438 △ 1,759 △ 1,014 △ 115 △ 186 △ 636 120 0 0 △ 630

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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期末手当　　　　　　４
勤勉手当　　　　１６２
扶養手当　　　　４３８ 通勤手当　　　　△１８６
期末手当　△１，７６３ 住居手当　　　　△６３６
勤勉手当　△１，１７６ 児童手当　　　　　１２０
寒冷地手当　　△１１５ 時間外勤務手当　△６３０

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

制度改正に伴う
増 減 分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平 均 給 料 月 額(円） ３３６，５３４

平 均 給 与 月 額(円） ３５４，８００

平 均 年 齢(歳） ４８歳　　１月

平 均 給 料 月 額(円） ３２８，７１９

平 均 給 与 月 額(円） ３４７，１７３

平 均 年 齢(歳） ４３歳　　６月

一般会計の制度
行　政　職　(円）

高 校 卒 １５０，６００ １５０，６００

大 学 卒 １８２，２００ １８２，２００

給 料 △６，７２８

１７
給与改定に伴う
増分

平均改定率　０．１５％

２８０
本年度昇給に伴
う増分

平均昇給率　１．１９％

その他の増減分 △７，０２５
職員の異動等に
伴う減分

手 当 △３，７８２

１６６
支給率の改正に
よる増分

その他の増減分 △３，９４８
職員の異動等に
伴う減分

令和２年１月１日現在

平成３１年１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）
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（級別の基準となる職務）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　級

６　級

５　級 １ １１．１

４　級 ５ ５５．６

３　級 １ １１．１

２　級 ２ ２２．２

１　級

計 ９ １００．０

７　級

６　級

５　級 １ ９．１

４　級 ６ ５４．５

３　級 １ ９．１

２　級 ２ １８．２

１　級 １ ９．１

計 １１ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分

令和２年１月１日現在

平成３１年１月１日現在
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（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ)(人) ９

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) ５

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ５

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ５５．６

職 員 数（Ａ）(人) １１

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) ８

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ５

５号給 (人)

６号給 (人) ３

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ７２．７

本　　
１
１　
年　　
１
１
度

号給数別内訳

前　
１
１
年　
１　
１　
度

号給数別内訳
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５ ２．１５ ４．３０

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１２５ ２．１２５ ４．２５

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５ ２．１５ ４．３０

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

住 居 手 当 同　　　　じ 無

通 勤 手 当 同　　　　じ 無

区 分 備 考

本年度 有

前年度 有

一般会計の制度 有

区 分 その他の加算措置等 備　　考

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無
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（単位：千円）

４　債務負担行為に関する調書

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　　　　　項 限　度　額
左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
下水道使用料

収 益

排水設備工事資金の融資
に 対 す る 損 失 補 償

損失額の全額
令和２年度から
事業継続期間中

排水設備工事資金利子補給金
貸付融資額のう
ち保有額に対す
る年９％以内

平成２０年度から
１６８

令和２年度から
事業継続期間中

平成３１年度まで

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム
ソ フ ト ウ ェ ア 賃 借 料

２,８０８

平成２７年度から
２,６４２

令和２年度から
１６６ １６６

平成３１年度まで 令和２年度まで

五所川原市下水道処理施設等
包括的運転管理業務委託

１,２８１,２６９

平成２９年度から
６５１,４４６

令和２年度から
６２９,８２３ ６２９,８２３

平成３１年度まで 令和３年度まで

五所川原市下水道処理施設等
包括的運転管理業務委託
（ 追 加 分 ）

８,０４３

令和２年度から
８,０４３ ８,０４３

令和３年度まで
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（４）

５　令和２年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 830,226 643,177
構 築 物 20,670,161
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,282,054 13,388,107
機 械 及 び 装 置 3,190,441
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,840,119 1,350,322
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 12,478 2,508
工 具 器 具 及 び 備 品 6,831
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,904 927

有 形 固 定 資 産 合 計 15,580,144
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 15,582,740

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 170,651
未 収 金 52,313
貸 倒 引 当 金 △ 864
貯 蔵 品 379
流 動 資 産 合 計 222,479
資 産 合 計 15,805,219
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（１）
（２）
（３）

（１）
（２）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 5,860,525
固 定 負 債 合 計 5,860,525

４ 流 動 負 債
企 業 債 551,516
未 払 金 43,257
引 当 金 5,287
流 動 負 債 合 計 600,060

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,292,312
収 益 化 累 計 額 △ 7,180,191
繰 延 収 益 合 計 6,112,121
負 債 合 計 12,572,706

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 4,743,268
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,289
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,115
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,568,870
利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,568,870
剰 余 金 合 計 △ 1,510,755
資 本 合 計 3,232,513
負 債 資 本 合 計 15,805,219

-27-



１
（１）
（２）
２
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）
４
（１）
（２）

５
（１）
６
（１）
（２）

６　平成３１年度五所川原市下水道事業予定損益計算書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：千円）
営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 389,605
そ の 他 営 業 収 益 348 389,953

営 業 費 用
管 き ょ 費 11,330
処 理 場 費 240,429
総 係 費 100,175
減 価 償 却 費 556,836
資 産 減 耗 費 11,039 919,809
営 業 損 失 529,856

営業外収益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1
他 会 計 補 助 金 26,383
他 会 計 負 担 金 155,280
補 助 金 5,000
長 期 前 受 金 戻 入 275,626
雑 収 益 104 462,394

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費 93,800
雑 支 出 13,807 107,607 354,787
経 常 損 失 175,069

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 4 4

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 4
過誤納還付金及び還付加算金 110 114 110
当 年 度 純 損 失 175,179
前 年 度 繰 越 欠 損 金 1,176,012
当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,351,191
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７　平成３１年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和２年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 802,397 671,006
構 築 物 20,558,728
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,832,708 13,726,020
機 械 及 び 装 置 3,168,531
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,747,521 1,421,010
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 9,479 5,507
工 具 器 具 及 び 備 品 6,831
減 価 償 却 累 計 額 △ 5,787 1,044

有 形 固 定 資 産 合 計 16,019,690
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 16,022,286

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 158,562
未 収 金 52,553
貸 倒 引 当 金 △ 731
貯 蔵 品 379
流 動 資 産 合 計 210,763
資 産 合 計 16,233,049
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負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 6,198,941
固 定 負 債 合 計 6,198,941

４ 流 動 負 債
企 業 債 559,216
未 払 金 31,484
引 当 金 5,308
流 動 負 債 合 計 596,008

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,259,536
収 益 化 累 計 額 △ 6,911,822
繰 延 収 益 合 計 6,347,714
負 債 合 計 13,142,663

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 4,383,462
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,289
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,115
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,351,191
利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,351,191
剰 余 金 合 計 △ 1,293,076
資 本 合 計 3,090,386
負 債 資 本 合 計 16,233,049
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注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８年～５０年
　　　　　　構築物 １０年～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０年～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 ３～１０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　２５０，６６８円
　　　１年超　　　６２６，６７０円
　　　　計　　　　８７７，３３８円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金５，３０８千円を取り崩す予定である。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金７３１千円を取り崩す予定である。

（単位：千円）

356,717 5,634 14,657 7,467 0 384,475
758,941 55,908 68,734 42,929 57,828 984,340

△ 402,224 △ 50,274 △ 54,077 △ 35,462 △ 57,828 △ 599,865
△ 159,337 △ 15,062 △ 25,603 △ 17,567 0 △ 217,569
12,712,189 1,014,535 1,298,099 778,952 1,444 15,805,219
10,134,271 795,255 993,955 647,781 1,444 12,572,706

78,007 13,483 10,946 6,706 57,845 166,987
450,401 40,915 49,496 32,077 0 572,889

1 1 1 1 0 4
51 21 21 21 0 114

111,433 0 5,728 16,182 0 133,343

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計
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